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平成15年３月24日訓令第12号 

六ヶ所村公共工事の入札及び契約に係る公表事項取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 村が発注する建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に定める建設工事（以下「工事」

という。）の入札及び契約に係る事項の公表の取扱いについては、公共工事の入札及び契約の適正

化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律施行令（平成13年政令第34号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（公表する事項） 

第２条 村長は、工事の請負に係る入札及び契約に関するもので、次に掲げる事項を公表するものと

する。 

(１) 毎年度の工事の発注見通し 

(２) 指名競争入札参加者資格及び指名基準等の規程 

(３) 工事請負に係る指名競争入札参加有資格者の名簿 

(４) 入札及び契約の過程 

(５) 契約の内容 

（公表の方法及び場所） 

第３条 公表の方法は、閲覧所を設け、又はインターネットを利用して閲覧に供する方法によること

とする。 

（毎年度の工事の発注見通しの公表） 

第４条 第２条第１号に規定する毎年度の工事の発注見通しは、当該年度に発注することが見込まれ

る工事（予定価格が200万円を超えないと見込まれるもの及び公共の安全と秩序の維持に密接に関連

する工事であって、村の行為を秘密にする必要があるものを除く。）に係る次に掲げる事項につい

て、工事の年間発注見通し一覧表（様式第１号）により公表するものとする。 

(１) 工事の名称、場所、期間、種別及び概要 

(２) 入札及び契約の方法 

(３) 入札を行う時期（随意契約の場合は、契約締結の時期） 

２ 発注見通しの公表は、毎年度、４月１日（当該日において当該年度の予算が成立していない場合

にあっては、予算の成立の日）以後遅滞なく公表するものとする。 

３ 第１項の規定により公表した事項は、少なくとも毎年度１回、10月１日を目途として、当該事項

に変更がある場合には、変更後の当該事項を公表するものとする。 

４ 発注見通しの閲覧期間は、当該年度の３月31日までとする。 

（指名競争入札参加者資格及び指名基準等の規程の公表） 

第５条 第２条第２号の規定により公表する指名競争入札参加者資格及び指名基準等の規程は、次の

各号に掲げるものとする。 

(１) 六ヶ所村建設工事の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（平成15年規則第13号） 

(２) 六ヶ所村建設工事及び建設関連業務の指名業者等選定規程（平成15年訓令第６号） 

(３) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第２項の規定に基づく建設工事及び建

設関連業務に係る契約についての一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格、競

争入札参加資格の審査の申請の時期及び方法等に関する公示 

(４) 六ヶ所村建設工事等指名業者選定要領（平成15年訓令第14号） 

(５) 六ヶ所村建設業者等指名停止要領（平成15年訓令第16号） 

(６) 六ヶ所村建設工事の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（平成15年規則第13号）第

６条に基づく建設工事有資格者名簿及び第10条に基づく六ヶ所村建設業者等級名簿 

（工事請負に係る指名競争入札参加有資格者の名簿の公表） 

第６条 第２条第３号に規定する指名競争入札参加資格者の名簿の公表は、六ヶ所村建設工事の指名

競争入札に参加する者の資格等に関する規則（平成15年規則第13号）第６条に規定する有資格者名

簿について、建設業者の商号または名称、代表者指名及び所在地を記載したものを公表する。 

２ 当該名簿の内容に変更があった場合は、変更後の内容を公表する。 

３ 第１項の名簿登載者が、六ヶ所村建設業者等指名停止要領（平成15年訓令第16号）第３条の規定

による指名停止措置の対象となった場合は、その者の商号又は名称、指名停止期間及び指名停止の
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理由を公表するものとする。 

（入札及び契約の過程の公表） 

第７条 第２条第４号に規定する入札及び契約の過程については、工事請負契約に係る入札において

は落札者決定後に、随意契約においては契約締結後に、次に掲げる事項を開札一覧表（六ヶ所村建

設工事等施行事務取扱要領（平成15年訓令第15号）様式第７号）及びその他の書類により公表する

ものとする。ただし、予定価格が六ヶ所村財務規則（昭和60年規則第４号）第161条に規定する額を

超えないもので随意契約によるものはこの限りでない。 

(１) 指名競争入札において指名した業者の指名理由 

(２) 入札者の商号又は名称及び入札金額 

(３) 落札者の商号又は名称及び落札金額 

(４) 予定価格 

(５) 低入札価格調査により最低価格者以外の者を落札者とした場合の理由 

(６) 随意契約を行った場合における契約の相手方を選定した理由（様式第２号） 

２ 第１項第４号に規定する予定価格は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第２項に定める

随意契約をする場合を除き、入札執行以前に入札予定書（六ヶ所村公共工事等予定価格事前公表事

務取扱要領（平成15年訓令第13号）様式第２号）により公表することができるものとする。 

（契約の内容に関する公表） 

第８条 第２条第５号に規定する契約の内容の公表は、前条において公表の対象とする工事の契約内

容について、次に掲げる事項を記載した工事請負契約調書（様式第３号）により公表するものとす

る。 

(１) 契約の相手方の商号又は名称、住所 

(２) 工事の名称、場所、種別及び概要 

(３) 工事着手の時期及び工事完成の時期 

(４) 契約金額 

２ 前項の工事について、契約の内容に変更が生じたときは、変更後の契約内容及び変更理由を工事

請負変更契約調書（様式第４号）により公表するものとする。 

（公表期間） 

第９条 入札及び契約の過程並びに契約の内容は、公表した翌日から１年間公表するものとする。 

（その他必要な事項） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則（令和７年３月31日訓令第11号） 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第７条関係） 
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様式第３号（第８条関係） 

 



6/6 

様式第４号（第８条関係） 

 


